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入札公告の取消

次のとおり入札公告を取り消します。
平成 23年９月 12日
独立行政法人日本原子力研究開発機構
東海研究開発センター管理部長 佐藤 一彦
◎調達機関番号 601 ◎所在地番号 08

平成23年８月25日付（号外政府調達第160号、
９、10ページ）掲載の入札公告 第23`２原420`

１号「加速空胴筐体 １式」を取り消します。

入札公告の取消

平成 23年９月 12日
独立行政法人国立がん研究センター

理事長 嘉山 孝正
◎調達機関番号 611 ◎所在地番号 13

平成23年７月19日付（号外政府調達第133号・
11～12ページ）掲載の入札公告第11号「ＭＲＸ手
術対応備品 一式」を取り消します。

４ 手続等
\ 担当部局 首都高速道路株式会社 財務部
契約グループ 奥田 寿美 〒100`8930 東
京都千代田区霞が関１`４`１（日土地ビル
８階） ＴＥＬ03`3539`9319

] 業務提案書作成要領等の交付期間、場所及
び方法 平成23年９月12日（月）から平成23

年９月22日（木）まで毎日（行政機関の休日
に関する法律（昭和63年法律第91号）第１条
に規定する行政機関の休日を除く。）、午前10

時00分から午後３時00分まで（正午から午後
１時00分までの時間を除く。）。上記\に同じ。
無償にて直接交付する。

^ 説明会の開催日時及び場所 平成23年９月
16日（金）午前10時00分 首都高速道路株式
会社本社第803会議室（出席を希望する者は
出席予定者を平成23年９月15日（木）午後３
時00分までに上記\の担当部局に連絡するこ
と。また、説明会当日前にあらかじめ上記]

の交付を受けている者は、それを持参するこ
と。）

_ 参加表明書の提出期限、場所及び方法 平
成23年９月22日（木）午後３時00分まで。上
記４\に同じ。持参または郵送（書留郵便に
限る。）すること。

` 上記_において提出した資料を審査し、業
務提案書及び見積書提出要請書（以下「業務
提案書等提出要請」という。）を平成23年９月
27日（火）に書面で通知する。業務提案書等
提出要請を受けた者のみ業務提案書を提出で
きるものとする。

a 業務提案書及び見積書の提出期限、場所及
び方法 平成23年10月11日（火）午後３時00

分まで。上記\に同じ。持参または郵送（書
留郵便に限る。）

b 見積開封の日時及び場所 上記`の書面に
て通知する。

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 23年９月 12日
契約責任者
郵便事業株式会社経理部門担当執行役員

中城 吉郎
◎調達機関番号 411 ◎所在地番号 13

１ 調達内容 \品目分類番号 17 ]品名及び
数量 軽四（営業ＥＴＣ搭載）２ＷＤ 36両ほ
か１点 ^特質等 仕様書による _納入期限
平成24年２月17日 `納入場所 仕様書によ
る a入札・開札の日時及び場所 平成23年11

月４日午前10時00分 入札説明書で定める電磁
的システムのサイト上
２ 取引先資格 次に該当しない者であること。
\当該契約を締結する能力を有しない者及び破
産者で復権を得ない者。ただし、制限行為能力
者であって契約締結のために必要な同意を得て
いる者を除く。]郵便事業株式会社から取引制
限を受けている者でその制限期間を経過しない
者 ^破産法の破産手続、会社法の特別清算手
続、会社更生法の更生手続又は民事再生法の再
生手続開始の申立をした者。ただし手続終結者
を除く。_反社会的勢力と認められる者
３ 入札者に求められる義務等 参加希望者は入
札説明書に示す資料等を期日までに提出するこ
と。
４ 担当部支店 〒100`8798 東京都千代田区霞
が関一丁目３番２号 郵便事業株式会社経理部
門調達部（備品・システム担当）担当 米岡
弘晃 電話03`3504`4213

５ その他 \入札の無効 入札参加に必要な条
件を満たさない者の入札及び入札の条件に違反
した入札 ]手続で使用する言語・通貨 日本
語・日本国通貨 ^契約保証金 不要 _落札
者は予定価格の範囲内で、最低価格の入札を
行った者とする。`詳細は入札説明書による。

公募型プロポーザル方式に係
る手続開始の公示

次のとおり参加表明書等の提出を招請します。
平成 23年９月12日

首都高速道路株式会社
代表取締役社長 橋本圭一郎

◎調達機関番号 420 ◎所在地番号 13

１ 業務概要
\ 品目分類番号 73

] 業務名 首都高速道路株式会社に関する広
報業務

^ 業務内容 首都高速道路株式会社が準備を
進めている施策に関するテレビスポットＣ
Ｍ、ラジオスポットＣＭ、新聞広告掲載を含
む広報の企画・立案及び実施

_ 履行期間 契約締結日の翌日から平成24年
３月９日まで

` その他 本業務は、提出された参加表明書、
業務提案書及び見積書を審査した結果、業務
提案書の評価点が最高の者であり、かつ、業
務規模として定めた金額の範囲内で有効な見
積書を提出した者を契約の相手方として特定
する公募型プロポーザル方式（標準タイプ）
（政府調達協定対象）の対象業務である。

６ Summary \Contracting entity : Yoshiro

Nakajyou, Senior Exective Vice President,

Japan Post Service Co., Ltd. ]Classification

of the products to be procured : 17 ^Nature

and quantity of the products to be purchased :

36 of Light four-wheel Motor Vehicles (cab-

Behind-engine van, ETC) Automatic trans-

mission etc. _Delivery period : By 17 Febru-

ary, 2012 `Delivery place : To be specified

later aTime limit for tender : 11 : 00 AM 2

November, 2011 bQualification for partici-

pating in the tendering procedures : Suppliers

eligible for participating in the proposed

tender are those who shall have been qualified

through the examination of qualifications by

Japan Post Service Co., Ltd. for participating

in tenders for manufacturing or purchasing

equipment. cContact point for the notice :

Hiroaki Yoneoka, Procurement Division, Ac-

counting Group, Japan Post Service Co., Ltd.,

3`2 Kasumigaseki 1-chome, Chiyoda-ku,

Tokyo 100`8798 Japan. TEL 03`3504`4213

２ 参加資格
以下の条件をすべて満たした法人であるこ

と。（ただし、同一法人ですべての条件を満たし
た者に限る。）
\ 首都高速道路株式会社契約規則実施準則
（平成23年準則第１号）第73条の規定に該当
しない者であること。

] 東京都・神奈川県・千葉県・埼玉県内のい
ずれかに本社、支社又は営業所等を有するこ
と。

^ 業務実績に係る資格 官公庁、首都高速道
路株式会社、東日本高速道路株式会社、中日
本高速道路株式会社、西日本高速道路株式会
社、阪神高速道路株式会社、本州四国連絡橋
高速道路株式会社、名古屋高速道路公社、広
島高速道路公社、福岡北九州高速道路公社も
しくは空港会社（国際空港の設置・管理を
行っている企業に限る。）又は旅行業（「第一種
旅行業者」の登録を行っている企業に限る。）
もしくは旅客にかかる運輸業を営む会社に関
して、広告・宣伝業務の企画、立案及び実施
（同一契約の中で３メディア（テレビスポッ
トＣＭ（首都圏放送）、ラジオスポットＣＭ、
新聞広告）をした経験を有すること（平成18

年度以降に実施した業務に限る。）。
３ 業務提案書の評価基準
\ 企画内容 業務目的に関する企画、立案及
び実施に際しての表現性、信頼性、適格性等。

] プレゼンテーション 業務実施に当たり、
業務責任予定者に必要とされる能力。
（１]を遂行する業務責任者となる予定の
者で、契約後の業務遂行に伴う個別打合せに
参加予定の者がプレゼンテーションを実施し
なければならない（病休、死亡、退職等のや
むを得ない場合を除き変更不可）。）
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